
論説:

台湾・輸出主導型経済政策の胎動と

アメリカ援助政策の転換

はじめに

本稿の目的は、アメリカの台湾向け援助政策と

経済テクノクラート主導による 1960年前後の経

済改革とに焦点、を当てることで、台湾の経済的・

政治的発展の条件がいかに作り上げられていった

のか、その過程を検討することにある。

台湾では近年、国民党一党支配体制が大きく変

容した。いわゆる民主化は、本省人の実質的政治

参加の拡大という意味において、同時に「台湾化J

でもある。これは、 1950年代に確立した政治体制

が、その後の国際環境の変化と台湾経済の発展に

よって、その存立基盤を失い、台湾を実効統治す

る政府は、台湾内部にその正統性の根拠を求めざ

るをえなくなったことを示している。また、台湾

の経済発展過程については、市場と政府の役割、

あるいは経済制度や産業政策を焦点、に、「開発独

裁」論をはじめとする、さまざまなアプローチで

研究が行われている。アメリカの台湾向け援助政

策の先行研究は、その評価において同径化してい

る。台湾の政策担当者らは、その多くが今日の経

済発展の鍵をアメリカ援助に求め、政府が 1960

年代初頭にアメリカ援助と輸出政策とを巧みに組

み合わせた結果であると肯定している。その一方

で、開発依存論に基づいて、アメリカの台湾経済

関与がアメリカ自身の利益に奉仕するものだった

とする主張もあるω。

しかし、台湾における民主化と経済発展との関

連に着目した包括的な議論は未だ少なく、現時点

前田直樹

では、1960年代以降の高度経済成長期における経

済構造と近年の国民党一党支配体制の変容過程と

の2論点に、議論が集約される傾向にあるω。そ

こで、本稿では、国民党一党支配体制の確立期に

おける国内経済状況と対外政治環境とを、台湾が

NIESとして発展していく前段階の条件として、

あわせて検討することにする。すなわち、アメリ

カの台湾向け援助と台湾の経済改革そのものを経

済学的視点、から扱うのではなく、台湾の経済的発

展と政治的民主化の歴史的背景を検討しようとす

るものである。

以下、アメリカの台湾向け援助政策の変質過程

を検討し、台湾の輸出主導型経済政策採用の契機

を明らかにした上で、台湾の経済改革に向けた動

きを検討する。なお、本稿では、中華人民共和国

を中国、中華民国を台湾と略記する。

アメリカ援助と台湾の経済開発体制

1 アイゼンハワ一政権の台湾政策

アイゼンハワ一政権の基本的な冷戦戦略は、政

権発足直後から精力的に検討が進められ、 1953

年 10月、国家安全保障会議 (NSC:National 

Security Council) 162/2 r国家安全保障政策の基

本Jとしてまとめられた。この NSC162/2は、ア

イゼンハワ一政権が、冷戦における主要な敵対国

を従来通りソ連と位置づける一方で、米ソ対立が

軍事的には手詰まり状態になっていると認識して



いたことと、また「健全な財政』のもとでの冷戦

遂行という考え方が大きな特色となっていた。ソ

速を中心とする共産圏への対抗に際して、アメリ

カ自身の経済力を損なうような事態を避けなけれ

ばならないという思考は、アイゼンハワ一政権期

全体を通じて顕著に見られた。 NSC162/2は、ソ

連を中心とする共産主義勢力への対抗手段として、

「大量報復能力の確保Jを前面に打ち出す一方で、

局地的紛争に備えるため、アメリカ自身の即応戦

力の整備、同盟国の通常戦力の整備、及び安全保

障網の形成を提唱していた。アジア冷戦政策との

関連で注目されるのは、アイゼンハワ一政権が、

自国の「健全な財政jのもとでの冷戦遂行を意図

したために、「予備兵力Jとしての観点から、同盟

国に対して通常戦力の整備を求めたことである。

この点で、台湾をはじめとするアジアの同盟諸国

は、自国の財政状態を無視した規模の通常兵力を

維持することが正当化され、またアメリカからの

軍事・経済援助を必然化させることとなったので

あるω。

朝鮮戦争での米中交戦により、トルーマン

(Harry S. Truman)政権とアイゼンハワ一政権

は共に、中国がアジアにおける新しい地域的脅威

として浮上し、アジア冷戦の焦点が米中対立に移

行したとの認識を抱くようになっていた。アイゼ

ンハワ一政権の基本戦略である NSC162/2が成案

となったのを受けて、アジア政策も順次策定され

ていった。アイゼンハワ一政権初の中国政策文書

である NSC166/1(1953年 11月)は、アジアに

おける「共産主義中国の出現は、極東のカの構造

を根本的に変更」したとの現状認識を示した上で、

アジアにおける主要な脅威は、「強力かっ敵対的

な共産主義中国の存在と、共産主義中国とソ連と

の同盟Jとに由来するとの考えを打ち出していた。

この当時、アイゼンハワ一政権は、長期的な傾向

としての中ソ離間の可能性を認め、中ソ離聞を助

長すべく、政治的・経済的手段によって、中国に

f圧力を加える』政策を決定したω。

これにより、台湾の較略的位置の重要性が一層

増すものとなった。 NSC16611と同日付で成案と

なった台湾政策文書・ NSC146/2は、台湾を「ア

メリカの極東における防衛調において不可欠な要

素』と端的に位置づけている。このため、国民党

政権を『中国の政府として、また国連における代

表として、承認し支援する』こと、そして台湾を

『共産主義から遠ざけ、その安全を維持するj こ

とが、アメリカの利益になると規定された。これ

により、台湾に対する軍事的・経済的支援の緊急、

性と重要性とが増すこととなった。さらに注目さ

れるのは、現時点では不適切と但し書きを入れな

がらも、台湾の軍事力を、台湾防衛のためだけで

はなく、地域的安全保障の観点、からも位置づける

必要性を示唆していたことである。これは、台湾

が共産主義中固と直接対時している『自由主義世

界の一員Jであったことにとどまらず、何よりも

アリューシャン列島からオーストラリアへといた

る太平洋沿岸島畷連鎖帯 (Pacificoff'shore 

islands chain)の中央部に位置する台湾の地政学

的な戦略的重要性を高く評価したためであった。

この時期、アメリカ国内では、親台湾派である共

和党右派とチャイナ・ロピーの強い影響力もあり、

国民党政権の存続と台湾の保持とは、未だ区別さ

れてはいなかったω。

2 アメリカの台湾向け援助と台湾の戦後復興

国民党政府は、 1949年、その支持基盤である外

省人官僚・軍人およびその家族と共に、台湾に撤

退した。中国による武力解放の脅威のもと、資源

の大部分は軍事用にまわされ、激しいインフレを

引き起こした。しかも、急激な人口膨張(全人口

の約 2割)の結果、食糧確保さえも困難となり、

国民党政権は、経済的に存続自体が危機に直面し

ていた。この状況を好転させたのは、アメリカで

あった。一度は台湾海峡の「中立化」を宣言した
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アメリカではあったが、朝鮮半島での米中交戦の

事態を迎えて、中国と直接対峠している台湾への

援助を本格化させたからである。これにより、国

民党政権は戦後復興の推進、そして何よりも膨大

な兵力の維持が可能となった。アメリカは台湾の

経済的自立を求めて援助を開始したものの、その

契機から軍事的性格が強く、1965年に終了するま

で、年平均 1億米ドルもの巨額援助が続くことに

なった(6)。

このアメリカ援助の受け入れ機関として設立さ

れたのが美援運用委員会(美援会)である。美援

会は、行政院長を主任委員とし、関係部会の部長

の他、アメリカ援助現地機関(1954年からは国際

協力庁 ICA台湾支局)と台湾駐留軍事顧問団の

代表も参加しており、文字通りアメリカ援助の受

け入れとその配分の決定を下す最高機関であった。

美援会の実務部門には、経済テクノクラートが集

められた。彼らは、経済部や財政部等の経済官庁、

あるいは国民党中央党部との関係が比較的薄く、

企業経営や国際貿易に携わった経験をもっ実務家

と、若手の経済学者たちである。援助配分計画の

立案や ICA台湾支局との交渉などの実務は、高11

主任委員が統括する実務部門が担当していた。美

援会は、職員の待遇をはじめ、通常の行政院系統

に所属しているとは言い難く、半ば独立した機構

として活動していた。また、アメリカは、経済計

画にそって援助すベく、台湾に経済的自立を最終

目的とした計画の立案を求めた。これに応じて、

台湾では、行政院経済安定委員会(経安会)が 1953

年に改組され、経済計画の策定と計画執行の調整

にあたることとなった。経安会は、行政院長が主

任委員となり、財政郡長や経済部長などの閣僚、

そしてアメリカ援助の受入機関である美援会の秘

書長ならびに中国農村復奥聯合員会(農復会)の

主任委員が委員に就いた。経安会委員会は最終的

な決定を下す場であり、実際に経済計画を策定す

るのは、在安会内の工業委員会であった。召集人

となった芦仲容と、一般工業担当の李国鼎をはじ

めとする 3人の専門委員は、いずれも経済テクノ

クラートである。予仲容は、政府物資の物資調達、

保険を一手に取り扱う中央信託局局長であり、工

業委員会の前身の 1つである台湾区生産事業管理

委員会の元副主任委員でもあった(7)。

さて、アメリカ援助の運用を往とする経済計画

は、 1953年に第 1期経済建設 4カ年計画が、続

いて 1955年に第2期経済建設4カ年計画がまと

められた。いずれの計画も、個別計画を集成した

ものであり、部門間の連闘を考慮した総体計画で

はなかった。また、これらの計画は、基幹産業を

中心とする公営企業への投資集中と軽工業の発展

を中心に策定されていた(8)。むろん、これは戦後

復興という目的があったためであるが、同時に当

時採られていた輸入代替化経済政策と調和させる

ためであった。第2次世界大戦後、国民党政府は

台湾にある日本資産を接収し、国営・台湾省営な

どの公営企業として再編成した。しかし、国際競

争力がないため、高関税や、実勢レートを無視し

た複式外国為替制度などの措置により、手厚い保

護を与えていた。また、公営企業に対しては、紡

績産業などの一部民間部門と共に、アメジカ援助

の優先的配分という特権をも享受させていた。こ

れにより、公営企業は、戦後復興需要を背景に圏

内市場で発展することが可能となった。国民党政

権が公営企業を保護したのは、自らの支持基盤を

維持するためであり、そして中国との軍事的緊張

という非常経済体制のもとでは、民間資本に対し

て厳しい統制を行い、公営企業中心の経済発展を

目指すべきであるという、いわゆる節制資本派の

考え方が体制内で主流だったためである。このた

め、経済建設計画の策定も、公営企業を念頭にお

いたものとなっていたω。

同時に、経済建設4カ年計画は、アメリカ援助

引き出しの正当化という側面を色濃く持っていた。

当時の台湾経済は、国防費が中央政府予算の 5割
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近くを占め(1ω、外貨不足と相まって、財政赤字と

インフレの圧力とに悩まされていた。したがって、

巨額のアメリカ援助は、こうした慢性的な経済危

機から脱出するための大きなチャンスであった

3 第1次台湾海峡危機とアメリカ対台湾政策の

転換

1954年になり、インドシナをはじめとする東南

アジア情勢が緊迫を増し始めると、アイゼンハワ

一政権の中国認識が徐々に変化し始める。 54年初

頭に作成された東南アジア政策文書NSC5405で

は、アイゼンハワ一政権が、東南アジア諸国への

共産主義イデオロギーの浸透、特に中国の影響力

増大に危機意識を抱き始めたことがうかがえる。

東南アジアに対する「公然の軍事攻墜の危険性J

が、「敵対的で攻撃的な共産主義中国の存在Jに起

因するものであると、中国の意図の軍事的側面を

重視する傾向が見られた。また、政権内において、

総じて対中強硬策を主張していた統合参謀本部

(JCS: Joint Chiefs of Staff)が作成した極東政

策覚書NSC5416では、 ]CSが『共産主義中国

の攻撃的姿勢とますます増強される軍事力Jに深

く憂慮していたことが示されている。目を引くの

は、 ]CSが、中国を潜在的敵国と位置づける極

東地域の安全保障において、台湾を地域的安全保

障の「貢献国j と位置づけ、 NSC146/2よりも一

歩踏み込んだ表現となっていたことである(12)。

このような傾向をさらに強めたのが、包括的な

極東政策を検討した NSC5429シリーズであった。

1954年8月に作成された NSC5429/2は、台湾、

日本をも含んだ太平洋沿岸島唄連鎖帯防衛網、す

なわち地域的集団安全保障体制の構築さえも提言

していた。なぜならば、「共産主義中国のいかなる

敵対的行動に対しでも、即時かっ積極的に軍事力

で対応」しなければならないと決意したからであ

る。これは、 NSC166/1からの政策転換を意味し

ていた。この背景には、インドシナ戦争でのフラ

ンス軍敗退、そして周恩来・中国首相兼外相とネ

ルー・インド首相による『平和5原則共同声明J

の発表を受けて、アジアで中国の軍事的・イデオ

ロギー的影響力が強まりつつあることに対する、

アイゼンハワ一政権の強い危機感があった。この

ため、台湾を、台湾防衛のみならず、地域安全保

障を構成する要素として位置づけるようになった。

つまり、 NSC162/2で規定された、通常鞍力の『予

備兵力Jとしての役割が、台湾の軍事力にも求め

られるにいたり、「台湾の現存軍事力の効率を向

上」させることが、緊急の課題となったのである

(13)。

台湾の軍事力の新たな位置づけを意図した

NSC5429シリーズは、その地域的包括性と中国

政策とを含むが故に、引き続き NSC内で議論さ

れていた。ところが、その最中の 1954年9月、

中国人民解放軍は台湾が保有している金門島への

砲撃を開始したのである。金門島は直門沖合の小

島二島からなっており、防衛が非常に困難な地理

的条件にあった。この当時、アメリカのアジア安

全保障条約網の中から台湾は唯一除外されており、

アメリカは日本をはじめとする太平洋沿岸島唄連

鎖帯諸国に対して与えていた法的なコミットメン

トを台湾に与えてはいなかった。こうして始まっ

た第 1次台湾海峡危機それ自体は、 1954年 12月

の米台相互防衛条約の締結を経て、 1955年 4月

に周恩来・中国首相が米中交渉に応じる旨の声明

を発表したことで幕を閉じた。しかし、この危機

は、台湾海峡の枠組みに大きな意味づけをもたら

すことになった。

NSC5429シリーズは、数カ月にわたる議論を

経て、第 l次台湾海峡危機中の 1954年 12月に、

NSC5429/5として成案になった。 NSC5429/5の

大きな特色は、 NSC5429/2と比べ、その対中強硬

策的な軍事的ニュアンスが大幅に薄められたこと

である。 NSC5429/5では、引き続き、中国を中心
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とする f敵対的な共産主義勢力」が脅威であると

位置づけていた。しかし、同時に、「成立 5年間

で、共産主義中国における体制は、大陸全土に対

する効果的な支配を確立し強固にした」、中国の共

産党政権が「早期に崩壊すると予想されるような

要因はないJとの判断も示していた。アイゼンハ

ワ一政権は、対中全面戦争の可能性の高い台湾海

峡危機に直面して、中国共産党政権の安定性を認

めるようになったのである(ω。

包括的な極東政策である NSC5429/5の決定に

続き、台湾政策も修正が施された。新たに採択さ

れた台湾政策文書NSC5503(1955年 1月成案)

は、台湾の軍事力の位置づけについて、台湾防衛

に必要な程度の軍事力の整備と規定しており、地

域安全保障への貢献を求めた NSC5429/2のよう

な対中強硬策的な表現を放棄した。アメリカの目

的として、従前通り、「太平洋沿岸島興連鎖帯の構

成部分としての台湾(本島一引用者)と彰湖諸島

の安全を維持することJと定義したうえで、「大統

領によって承認された状況を除き、台湾の中国大

陸への攻撃的行動に同意しない」ことを明瞭に述

べていた。これは、台湾との問で締結された相互

防衛条約が、アメリカによる台湾本島防衛を規定

すると同時に、台湾の大陸反攻をも抑制する内容

となっていたことに、まさしく対応するものであ

った。アイゼンハワ一政権が、台湾海峡危機を契

機として、台湾海峡の現状枠組みの維持を政策と

して規定したことに外ならない(15)。もちろん、ア

イゼンハワ一政権は、国民党政権と共産党政権の

両者を共に国家承認するという意味での r2つの

中国」政策を決定したのではない。しかし、国民

党政権と共産党政権とが台湾海峡を挟んで政治的

実体として並存しているという現状を認め、その

現状維持を意図したという点で、アイゼンハワ一

政権は事実上の r2つの中国J政策を選択したと

いえよう。事実、台湾・中国聞の現状は、 1958

年の第 2次台湾海峡危機の発生にもかかわらず、

本格的な「熱戦」に転化することなく、現在に至

るまで固定化されている。そして、その後の台湾

側の変化によって、現在の rl中 1台」という構

図が生み出されることとなった。まさに米台相互

防衛条約が、今日の台湾・中国関係の起点となっ

ているのである{ω。

しかも、台湾にある国民党政権を支援するとい

う目的から、 NSC5503では、「台湾政府の能率を

上げること」、そして「より強力な台湾経済の発展」

のために、「建設的な社会経済プログラム」を持つ

「より執政能力のある」政府が経済の立て直しに

取り組むよう、台湾に要求していた。つまり、ア

イゼンハワ一政権は、国民党政権に経済・政治の

改革を迫る決定をしたのである。具体的には、国

防予算の削減を中心とする中央政府財政の立て直

しであり、海外からの「民間資本の投資と、経済

発展のための技術(移転一引用者)を奨励する政

策の採用」を促していた。これは、アイゼンハワ

一政権が国民党政権に対して、「台湾に住む人々

の支持と忠誠」を確保し、海外華人にとっての「共

産主義に対するオルターナティプとしての自由中

国Jの役割を果たすように期待したためでもあっ

た(1九

こうしてアイゼンハワ一政権は、中国の台湾解

放を抑止する一方で、台湾に大陸反攻を捨てさせ、

台湾海峡での分断状況を固定化させた。この決定

の背後には、対応策の選択肢を限定する要因とな

った台湾に対する、アメリカのいらだちもあった。

国民党政権は、機会を捉えては、「法統J(中華民

国政府は中国全土を代表する合法的政府)なる正

統性レトリックの虚構を盾に、アメリカを「国共

内戦」へ引き込もうと試み、その存続のために冷

戦を利用してアメリカからより多くの経済的・軍

事的支援を引き出そうとした。しかし、第 1次台

湾海峡危機は、冷戦の主敵はソ連であって中国で

はないことをアメリカに再認識させた。ここにい

たり、アイゼンハワ一政権の関心は、台湾内部に
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より多く注がれることとなった。軍事力の維持・

強化ではなく内政改革が課題となり、必然的に経

済改革が要請されるようになっていく。

ー 輸出主導型経済政策の胎動

1 経済計画体制の動揺と再編成

第 1次台湾海峡危機以後の 1950年代後半、ア

メリカはNSC5503(NSC5723)の新方針に基づ

き、経済発展のための環境づくりを台湾に求めた。

この要求は表だったものではなく、また台湾向け

援助において何らかの条件付けが行われたわけで

もなかったが、アメリカの意図が財政の健全化と

国際収支均衡に向けての投資環境の改善とにある

ことは、台湾側も承知していた(18)。しかし、台湾

の対応は、非常に遅々としたものであった。それ

は、経済政策をめぐる路線対立と、これに派生し

た経済計画体制の揺らぎがあったためである。

1954-55年頃、経済部長兼経安会工業委員会

召集人となり、経済基本政策の立案を事実上担っ

ていた安仲容は、経安会に新たに設けられた外匿

貿易審議小組の責任者として、為替レートの改革

に取りかかっていた。予仲容をはじめとする経済

テクノクラートたちは、現行の外国為替制度が複

雑すぎるため、市場価格を歪め、またこれによっ

て輸出の障害になっていると考えていたからであ

る。しかし、ようやくインフレの克服に成功した

財政専門家や国際貿易担当者(19)からの強い反対

を受けていた。財政専門家らは、単一レートへの

是正と新台湾元の切り下げは、為替交換の利益を

失うことになり、また国外での政府調達で不利に

働くことから、政府支出の増加を招き、財政への

大きな圧力となることを恐れていたのである。さ

らには、原材料輸入において有利なレートの適用

を受けていた公営・党営企業の責任者も、利益の

減少につながることから異を唱えていた(則。とこ

ろが、このような政策論争のさなか、予{中容は突

如55年 12月、すべての公聡から退くこととなっ

た。いわゆる鏡子木材公司事件(疑獄}のためで

あった。経務部長の後任には公営企業に近い江杓

が、外医貿易審議小組の責任者には財政部長の徐

柏田が就いた。結果として、安仲容が推進してい

た外国為替制度の改革路線は、一時的に後退を余

儀なくされたのである(21)。

蒋介石は、総統に復帰後、一連の国民党改造を

進め、1950年代後半には国民党による一党支配体

制の確立に成功していた。 1958年 3月には、ア

メリカの要求もあり、総統府内に王雲五・行政院

副院長を主任委員とする臨時行政改革委員会を設

置して、行政改革に着手した。王雲五は、経安会

の職掌が他の行政機関と重複しているとの理由で

経安会の廃止を提言し、58年8月に経安会の廃止

が正式に決定した。この決定の背後には、経安会

が半ば行政院系統外に位置しているにもかかわら

ず、財政・経済政策の決定権を有していること、

通常の公務員よりも恵まれた職員待遇であること、

これらに対する財政・経務当局の強い不満があっ

た。さらには、一連の路線対立があったため、国

民党党官僚による権力闘争という側面ももってい

た(22)。

こうして、経済基本政策ならびに経済建設4カ

年計画は、経安会の廃止により、一般工業と農業

部門の計画を経済部が、運輸部門の計画を交通部

が作成することになった。経済建設計画は、これ

までの集中作成方式から、分散作成方式へと転換

した。ところが、この経安会の廃止は、逆に経済

テクノクラート、ひいてはアメリカに好都合な結

果を生み出すこととなったのである。

経安会廃止によって、美援会は従来通りのアメ

リカ援助運用計画の作成、各個別プログラムの審

査と執行監督、対米交渉実務に加えて、経済建設

計画のとりまとめを行うことになった。経済建設

計画が 3部門別に作成されるために、それらの個
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別計画のとりまとめを行う機関を必要としたから

である。これに伴い、美援会は次のように改組さ

れた (58年 9月)(23)。経済建設計函案の立案を

事実上担っていた経安会工業委員会を美援会に編

入したうえで、従来の秘書処、緩助物資、財務、

技術、会計検査の 1処4組から、工積、交通運輸、

援助物資、財務の4組および秘書処へと、経済建

設計画の 3大部門(工破、交通運輸、農業)に相

応するように改組された。また、経済建設計画の

とりまとめをも行うことになったことから、アメ

リカ側と経済計画についての協議を行う場として、

美援会内に非公式の「中米聯合会報Jが設けられ

た(却。この改組の一月後、行政院長の交代による

内閣改造が行われた。これにともない、主任委員

に行政院長の陳誠が、副主任委員には予仲容、秘

書長には、予仲容の下で経安会工業委員会一般工

業担当専門委員を務めていた李国鼎が就任した。

予仲容をトップとする経済テクノクラートが、形

式の上でも美援会を動かすことになったのである。

さて、経済建設計画の分散作成による弊害を避

けるために、安{中容の主導で、計画作成にあたる

経済部・交通部とアメリカ援助運用機関である美

援会・農復会との調整を行う組織として、経済部

および交通部への連繋組の設置が決定した。工礁

計画連繋組(58年 11月成立)、運輸計画連繋組(60

年9月成立)、農業計画連繋組 (58年 11月成立)

の3連繋組である。各連繋組が作成した個別 4カ

年計画の一体化および全体経済部分の計画作成に

は、美援会と工磁計画連繋組とが共同であたるこ

とになった。

しかし、現実には、経済部・交通部では人員的

にも対処できず、経済部は工硫計画連繋組への人

員・経費の支援を美援会に要請、同様に交通部も

運輸計画連繋組の人的・経費の支援を美援会に要

請せざるをえなかった。その結果、各連繋組の人

員には美援会のスタッフが多く兼任し、各連繋組

の召集人について見ても、工磁計画連繋組は、美

援会秘書長である李国鼎、運輸計画連繋組は、予

仲容のもとで李国鼎とともに経安会工業専門委員

を務めていた費騨交通部次長が就いた。また、農

業計画連繋組では、アメリカとの関係、が良好な農

復会の主任委員が召集人となった。このように、

経済計画の策定人員は美援会を軸として重複する

ことになった。こうして、経安会廃止の後、経済

テクノクラートが美援会を基盤にして、経済基本

政策の策定とアメリカ援助の運用とを共に担うこ

とになったのである。

2 アメリカ援助政策の転換と台湾経済改革体制

の成立

美援会が新たに陣容を整えた 1958年頃、台湾

経済は輸入代替化経済策が行き詰まり的状況を呈

し始めていた。限られた資金を節約して公営企業

に集中投資し、国際競争力の弱い産業を保護して

きたが、輸入制限によって特権的な市場が形成さ

れ、公営企業は経営の非効率が進みつつあった。

また、当初から、戦後復興と軍関係の需要に支え

られていたため、戦後復興が一段落すると、その

市場の狭さから、生産が国内需要を超過する工業

部門も出始め、飽和状態に陥ってしまった。この

ため、原材料の安価かっ優先的配分、および為替

差益という特権を享受してきた紡績業ですら、為

替レートの過大評価と高関税政策のもとでは輸出

に不利に働くため、その是正を求めるほどにまで

なっていた。加えて、戦後復興の進展は、機械設

備や原材料の輸入の持続的拡大を招き、国際収支

赤字を累積させていた。安仲容らテクノクラートー

も、輸入代替化政策の行き詰まりを認識し、その

打開策を考慮し始めていた{制。

このような折に、第2次台湾海峡危機が発生し

た(1958年8月-10月)。アイゼンハワ一政権は、

中国に対して台湾本島防衛の意思を改めて明確に

示す一方で、同時に台湾に対して、防衛の枠を超

える軍事行動をとらないように強く求めた。危機
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に対するアメリカの態度は、非常に明確なものだ

った。すなわち、米台相互防衛条約が消的に示し

たように、中国の台湾解放を抑止すると共に、台

湾の大陸反抗をも抑制するものであった。アメリ

カが台湾海峡の現状維持を図っていることは、一

段と鮮明になった。これはとりもなおさず、アメ

リカが国民党政権に対して政治経済発展の内政的

条件の整備をより一層促す契機となったのである。

他方、台湾は、 r823砲撃戦Jに代表される第 2

次台湾海峡危機の軍事的衝撃と、アメリカの強い

姿勢を受けて、体制を立て直すために、 58年 10

月に内閣改造を行った。行政院長に就任したのは、

軍人出身で行政手腕に長けていた陳誠である。ま

た、経済関連の閣僚では、財政部長が徐柏固から

般家詮へ、経済部長は江杓から楊継曾へと替わっ

た。陳誠は、かつて外国為替改革問題で芦仲容を

支持しており、陳誠が行政院長に就任したこと、

また江杓と徐柏園が辞職し、美援会と関係の深い

巌家治が財政方の責任者である財政部長になった

ことは、同時期に美援会副主任委員兼台湾銀行蓋

事長に就いた予仲容を中心とする経済テクノクラ

ートを体制内部から後押しすることになった。美

援会への経済計画策定権限の実質的集中と、輸入

代替化経済政策の行き詰まりという経済状況によ

って、経済改革実施のための内部的条件が整いつ

つあった{制。

ところで、台湾の輸入代替化経済政策が転機に

さしかかる頃、時を同じくしてアメリカの援助政

策も、大きな変化を見せ始めていた。それは、ア

イゼンハワ一政権における冷戦観の変容が契機で

あった。 1954-55年頃には、東西関係ではオー

ストリア国家条約の成立などを端緒に、冷戦が対

立を残しながらも安定し始めていた。米ソ冷戦は、

ネイション・ピルディングが追求されている第 3

世界をも焦点、とするようになった。このような世

界情勢の変化の中でも、アイゼンハワ一政権が特

に憂慮、したのは、ソ連の「平和攻勢Jと第3世界

のネイション・ビルディングとが結びっくことで

あった。事実、ソ速は、インド、インドネシア、

エジプトなどに対して、本格的な経済援助を開始

したのである。このような変化を受けて、アイゼ

ンハワ一政権は、徐々にではあったものの、冷戦

遂行のためには、同盟国の経済発展を支援する開

発援助を本格化させなければならないと認識する

にいたった。冷殺は今や『政治経済鞍争としての

冷戦Jという新たな段階に移行し始めたと認識し

たのである。アイゼンハワ一政権は共和党の伝統

を引き継ぐ財政均衡主義の立場に立っており、そ

れゆえに自由貿易の鉱大と世界銀行などによる融

資実施が対外経済政策の根幹であったが、冷戦の

変容を受けて、アイゼンハワ一政権も、 1956年頃

から海外援助と共に、同盟国の経済的安定のため

に財政状態を重視する方向へと転換していく (27)。

アイゼンハワ一政権最初の包括的対外経済援助

政策である NSC5707/8(1957年6月成案)では、

冷戦が変容したことにより、冷戦の経済的側面を

重視することの必要性を次のように述べている。

「自由世界の安定にとっての危険性は、特に発展

途上地域において著しいJ、それ故に「長期的な政

治安定のために、(アメリカは同盟国の一引用者)

経済発展を支援し促進」させなければならない。

また同時に、長期的経済開発援助に対する議会の

消短的態度のために、海外援助総額に占める軍事

援助の割合を減らし、その分を経済援助に割り振

るようにするため、アイゼンハワ一政権は、同盟

国に対して、「軍事援助の必要性を低下Jさせる措

置を求めることとなった。すなわち、「外部からの

攻撃に抵抗するために維持されている巨大な固有

兵力を、当該国の経済力、及び外部からの脅威の

水準に見合う規模にまで縮小」し、「国内治安維持

を目的とした警察タイプの兵力に重点をおくJこ

とである。ここで強調された経済成長と政治的安

定の必要性は、NSC5707/8に続く NSC581011(58 

年 5月)、 NSC5906/1(59年 8月)においても、
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踏襲されていく(則。この結果、アイゼンハワ一政

権後期には、開発借款基金 (DL F)の成立 (57

年)、ソフト・ローン方式の相互安全保障法 (MS

A)の成立(58年)に結実していったのである(29)。

ここで、台湾への援助との関連で注目されるの

は、 DLFの創設である。 DLFは、アメリカ国

内での海外援助に対する批判の高まりを背景に生

まれたもので、 DLFの運用目的について 1957

年MSAは、自由企業制度を推進しアメリカ民間

資本の投資障壁を排除することで対象国の生産能

力を向上させ、自由世界の安全を確保するためと

規定している。 DLFの特徴は、計画型援助を対

象に、政府機関を直接通さずに年度制限のない借

款を行い、民間企業の育成を目的とする点にある。

DLFの成立により、海外援助担当機関 ICAは

民間企業局 (Officeof Private Enterprise)を58

年に設置し、これらの動きを受けて、台湾では、

59年 5月に民営形態の開発金融機構として中華

開発信託公司(党営事業)を設立し、また 59年

12月には美援会内に工業発展投資研究小組を発

足させた。工業発展投資研究小組は、予想される

アメリカ援助の減少をにらんで設置された、一種

のタスク・フォースで、李国鼎が召集人を務めた。

具体的には、外国人および華僑からの投資拡大策

の検討と、 DLF獲得の支援を担当することにな

っていた(ω。

DLFは、1959年度会計より台湾に適用された。

これ以降、アメリカの台湾向け援助は、次のよう

な特色を備えていく。まず、アメリカ援助が贈与

性格の強いものから貸与方式へと移行していった

こと、次に、援助の対象が政府から民間企業にま

で拡大されたこと、そして、防衛支援援助項目の

中に経済開発項目が加わったことである。第2点、

の援助対象の鉱大は、アメリカの援助目的が変質

したことを象徴している。なぜなら、元来台湾向

け援助は国民党政権を支える軍事的性格の強いも

のであり、その契機からして民間経済の支援を目

的としていなかったからである。さらに、軍事支

援目的の防衛支援援助項目に経済開発項目が付け

加えられたことは、 NSC5503・NSC5723で決定

された、台湾内部の経済的安定を求める措置に他

ならない。すなわち、アメリカは、 DLFによっ

て、援助と国防費支出とを切り離し、経済発展の

ための独自財源の確保をはかったのである。こう

した内外情勢の変化を受けて、台湾は経済テクノ

クラートを中心に経済改革に取り組むことになっ

た(31l。

3 美援会と台湾の経済改革

ところで、1957年に経安会秘書長として「復活」

した安伸容は、56年に成立した行政院外匿貿易審

議委員会(外貿会)の主任委員に就任していた (58

年 3月)。経安会の廃止によって、外貿会は経安

会所管であった貨幣、金融、外国為替などの職務

も担当するようになり、貿易全般の政策決定機関

となった。美援会の副主任委員を兼ねることで、

予仲容は文字通り経済政策に関しての実務方トッ

プとなったのである。その後、対外貿易関連では、

54年頃からの懸案であった複式レート改革の第

一歩が実施に移された。58年4月に外匿貿易改革

方案が公布され、複数レートから単純2レート制

へと移行した。

輸入代替化経済政策が採用された理由の 1つは

資金不足であったが、1950年代後半になって国民

所得が培加したにも拘わらず、貯蓄率が低いため

に、必要とする国内調達資金は未だ充足していな

かった(制。このため、台湾銀行、各商業銀行に個

人向け貯蓄部門を開設 (59年 1月以降)して、貯

蓄の奨励を国民に促すことになった。さらに、 58

年 7月には、民間企業の資金調達に便宜を図るた

めの工場運営資金臨時借款法を公布し、また自社

債発行による資金調達を認める台湾銀行保証発行

会社債法を実施した(33)。これらとあわせて、外貨

不足を補うため、58年4月には海外販売促進特種
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基金が創設された。

しかし、これら台湾の是正の動きに対して、す

でに援助目的が変質していたアメリカは、一般的

措置であり改革の歩みも遅いとして満足してはい

なかった。アメリカにとって、台湾の安全保障問

題は、米台相互防衛条約の締結によって、一応の

決着をつけていた(刊。事実、第2次台湾海峡危機

においても、米台条約の存在によって中国の台湾

解放を抑止し得た。それゆえ、台湾地域において

「自由中国j として経済的に自立させることが、

徐々に優先度を増してきていたのである。 1957、

58年頃には、アメリカ国内においても海外援助へ

の批判が高まっていた。ここにいたり、アメリカ

は、台湾を経済援助政策の成功見本 ("showcase"

。fachievements)にしようとはかるのである{却。
1958年に ICAの台湾支局長に着任したハラ

ードソン (WesleyC. Haraldson)は、経済改革

の実施を積極的に台湾側に働きかけた。 59年 6

月には講演を行い、経済専門家にとどまらず、広

範囲で注目を集めた。講演の内容は、台湾の経済

が困難な状況にあると指摘した上で、消費の削減

と民間工業の発達の必要性を強調するものだった。

10月にはディロン(C.Douglas Dillon)国務次

官が訪台し、国民党政府に対して、投資環境の改

善とこれに伴う民間部門発達の重要性を強調した

(86). 12月になると、 ICAの副長官サッシオ

(Leonard J. Saccio)が訪台した。サッシオは、

アメリカの台湾向け援助が近い将来に終了すると

示唆し、アメリカ援助の終了後に備えて、民間投

資と輸出の拡大とによって、国内資本形成を促進

するように訴えた。そのうえで、アメリカ援助を

今後の経済改革に沿うものとするため、具体的な

経済計画 (r経済発展加速計画J)の早期作成を求

めた。これら投資環境の改善と外資導入の要求は、

NSC5503の策定後、台湾に求めてきたことであ

った。しかし、アメリカの台湾政策が転換し援助

目的が変質したこと、加えてアメリカ国内での海

外援助批判の高まりによって、より強い態度で台

湾に働きかけたのである(37).

この強い働きかけを受け、美援会は 1959年末

から、アメリカ現地スタッフと歩調を合わせなが

ら、新しい経済政策の立案に取りかかった。一方、

アメリカ現地スタッフは、ハラードソンが患家

詮・財政部長、楊継曾・経済部長と、大使館経済

参事イェーガー (JosephA Yagedが黄少谷・外

交部長と個別に面談し、アメリカ側が期待してい

る政策の内容についての説明を行った。美援会は

当初、次期第 3期経済建設 4カ年計画 (61-64

年)の草案を策定してハラードソンらに提示した

が、ハラードソンは、経済的『自立の最大化』を

目的とした措置が具体的に示された行動計画の作

成を求めた。このため予仲容は、ハラードソンに

対して、陳誠・行政院長兼美援会主任委員を説得

するために、ハラードソン起草のメモを求めた。

ノ、ラードソンのメモの中身は、アメリカが求めて

いる改革の中身を明確に示したものだった。ハラ

ードソンは、経済改革要求の目的が、アメリカか

らの援助を必要としないようにすることであり、

特に軍事的支援項目の援助の最小化と、民間セク

ターを対象とした、特定計画への特定の基金運用

(D L F)を強調していた。そして、とるべき具

体的な行動計画 8項目を列挙していた。それは、

軍事費の削減、税制の改善、為替レートの合理化、

外貨管理制度の緩和、公共事業担当機関の設置、

証券市場の設立、民間企業に対する規制の緩和で

あり、インフレを抑制しつつ輸出と投資のインセ

ンティブを高める措置の実施である。 1959年 12

月 30日、ハラードソンはイェーガーと共に陳誠

に面会した。ハラードソンは、今回の目的は健全

な経済成長を最大化させることだと語り、 8項目

の意図について説得して、陳誠からの賛同を得た。

60年 1月8目、般家2金、予仲容、李国鼎は、陳誠

と共に、蒋介石を訪ね、先の8項目についての説

明を行った。この結果、蒋介石から最終的に 8項
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目すべての同意を得ることに成功した。翌9日に

安仲容らと面会したハラードソンとイェーガーは、

「蒋介石に対する経済テクノクラートの成功を祝

ったJ(38)。

ハラードソンの8項目に基づいた具体的な計画

策定は、工業発展投資研究小組があたった。工業

発展投資研究小組は、召集人を李国鼎が務め、投

資環境の改善を専任していた。李国鼎らは、蒋介

石や陳誠との面談に先立ち、すでに8項目に基づ

いた具体案の作成を進め、「経済発展加速計画」と

r19項目財政経済改革措置J(王作栄起草)とし

て完成させていた。 19項目改革措置は、「経済発

展加速Jのための措置として 8項目(貯蓄奨励、

資本市場の準備、民間投資環境の整備等)、予算関

連の6項目(国防費を固定額とし暫定的に現在の

数値を維持、租税・税務制度の改革、予算制度の

改革等)、金融の 3項目(中央銀行の復業、銀行

業務の整備等)、外国為替・貿易管理の2項目(単

一レート制度の確立、貿易管制の緩和)からなっ

ている。李国鼎自身が回顧しているように、財政・

経済・金融分野にまたがる全面的革新計画であっ

た。蒋介石から 8項目についての同意を得ると、

美援会は直ちに行政院から「経済発展加速計画J

への承認を取りつけ、また蒋介石に 19項目改革

措置を説明し同意を得た。こうして、多岐にわた

る改革が正式に決定した{制。

1950年代末から 60年代初めにかけての時期、

台湾の経済改革計画を推進したのは、経済政策を

職掌している中央経済官庁ではなく、また国民党

官僚組織でもなかった。経済改革計画の中心に位

置したのは、美援会であった。美援会は本来、ア

メリカ援助の受け入れのために設けられた一機構

であった。だが、先行研究が指摘したように{ω、

アメリカ援助が媒介となって、美援会が改革計画

立案の役割を担うことになった。では、なぜ美援

会の経済テクノクラートは力を持ち得たのであろ

うか。

第 1に、美援会の独特な体制内ポジションがあ

る。通常の行政院系統外に半ば位置した美援会は、

それゆえに国民党党官僚と軍人からの政治的圧力

を排除した経済計画機構として存在することが可

能となり、また同時に経済テクノクラートは中央

トップと直接結びつくこととなった(41)。さらには、

これらの特色は、蒋介石個人を頂点、とする体制に

おいては、全体経済政策を策定する機闘が他に存

在しない以上、蒋介石個人の承認さえ受ければ計

画決定できるということを指していた。加えて、

経済テクノクラートが足場とする美援会は、国民

党政権に外部的正統性を付与していたアメリカの

援助実施機関と直接に交渉できる唯一の機関であ

った。これは、いわばアメリカが美援会の後ろ盾

であることに等しく、国民党党官僚といえども、

美援会の主張に正面からは反対できないものとな

っていた(ω。第2に、美援会の実務部門に、経済

政策の立案能力をもち、公営・党営企業の利益か

ら比較的自由な立場にあった人材が揃っていたこ

とである。しかも、これらの経済テクノクラート

は、美援会と工礁計画連繋組とで重複していたの

である。他方、アメリカから見ても、美援会をテ

コに改革を迫るのは、アメリカに都合のよいこと

であった(43)。美援会を活用することで経済改革の

障害となる軍人を政策決定過程から排除し、また

親米派官僚を育成することが可能だったからであ

る。美援会の特殊な体制内ポジションと国内外経

済環境の変化とが、経済テクノクラートに経済改

革の推進を可能ならしめたのである。

おわりに

1950年代の国民党政権は、その拠って立つ「法

統」の建前からも、中国共産党政権と軍事的に対

決しようとする姿勢を崩すことはなかった。しか

し、第 1次台湾海峡危機を契機に、アイゼンハワ
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一政権の台湾政策は、台湾海峡の現状を固定化さ

せるという、事実上の r2つの中国J政策へと移

行していった。台湾の位置づけは、中国に対抗す

る反共基地としての台湾から、 f自由中国Jとして

の台湾へと転換した。経済発展に基づく中国への

対抗である(44)。これにより、アメリカは民生の安

定のために、台湾に対して種々の経済改革を要求

するようになった。

これを受け、輸入代替化経済政策の行き詰まり

に直面していた台湾では、 1950年代末から美援会

の経済テクノクラートの手により、新しい経済政

策の立案が開始された。経済発展に不足している

資本を補う一環として、まず投資環境の改善に手

がつけられた。 19項目財政経済改革措置をもとに、

美援会工業発展投資研究小組が投資奨励条例案を

作成した。主な内容は、投資申請手続の簡素化、

輸入物資手続の簡素化、輸入通関手続の簡素化、

外貨交換の簡素化などであり、投資のインセンテ

ィプを高めることが目的であった。条例案は、経

済改革に消極的な立法院を無事通過し、 1960年9

月に公布された。また、アメリカ援助に代わるも

のとして、国際金融諸機関への借款申請を決定し、

美援会が借款手続を進めた。この結果、設立問も

ない国際開発協会 (1DA)をはじめとする世界

銀行グループからの融資の獲得に成功した。この

融資の背景には、アメリカ海外援助担当機関・国

際開発庁 (1CAの後継機関として 1961年 11月

発足)の側面支援があった。次期経済4カ年計画

も、改めて作成が進められた。この第 3期経済4

カ年計画は、経済発展加速計函をその骨格とした

もので、アメリカ援助の減少を視野に入れ、個別

部門の詳細な資金源および阻分について計画され

ており、実際的な投資計画となっていた。また、

非経済部門を新たに計画の中に取り入れ、都市建

設や国民住宅建設などのインフラ整備にも配慮し

たものになっていた(制。

ところが、これら 19項目財政経済改革措置は、

その忽旨に従って迅速に実行されたのではなかっ

た。また、最終的にまとまった改革計画も、アメ

リカの意図通りのものが策定されたわけではなか

った。当初のハラードソン8項目と最も異なる点

は、国防予算であった。ハラードソンらが目的と

したのは、恒常的なインフレの誘因であり、同時

に経済開発の資本不足を招く原因となっていた巨

額の国防費に枠をはめ、実質的に削減することで

あった。したがって、 19項目改革措置においても、

起草段階では、国防費用を固定比率に基いて算出

し、暫定的に現行の金額を維持するとされており、

絶対的金額の削減を意図していた。しかし、成案

では『暫定的にj の文言が削られ、絶対的金額の

削減を求めないものへと変更された。蒋介石が最

後に反対したからである。なぜなら、外省人を唯

一の支持基盤としていた国民党政権にとって、こ

れは政治的に不可能な命題であった。投資奨励条

例もまた、当初の目論み通りには推進できなかっ

た。 19項目改革措置が決定したあと、これを実施

に移すため、行政院内に小組(召集人王雲五・行

政院医，]院長)が設けられたが、その対応は消極的

なものだった。経済テクノクラートは、政権トッ

プから経済改革への同意を得たものの、実務段階

で消極的抵抗を受けたのである。1950年代半ばの

外国為替をめぐる政策論争同様、財政専門家はア

メリカ援助終了が現実味を増した時期の積極的な

改革がインフレの誘因となることを恐れたのであ

る。改革によって既得権益が減少する党官僚も同

じであった。だからこそ、前述のように、投資奨

励条例は美援会が独自に実施に移したのである。

これら強い抵抗勢力のために、輸出主導型経済政

策の採用に向けた動きは、以後 10数年にわたる、

漸進的なものとなった(46)。

しかも、経済改革の推進過程では、アメリカと

美援会の経済テクノクラートとの聞にも、経済改

革をめぐる根本的な認識の相違が存在していた。

予仲容、李国鼎ら経済テクノクラートは、国民党
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の党官僚ではないが、アメリカの意向を忠実に実

行しようとしたのでもなかった。彼らの認識の差

は、経済活動に対する政府のあり方に由来してい

た。アメリカは、援助を台湾の政治的民主化のた

めに用いはしなかったが(刊、自由な経済制度の確

立を求めていた。しかし、経済テクノクラートは、

公営企業への支援を重視した。この点では、彼ら

も節制資本派と大きく異なりはしなかったのであ

る。節制資本派が相応の勢力を有していたのは、

孫文の三民主義と、憲法第 142条の「資本の節制

をもって国家政策・国民生活の充足をはかる」と

の規定を擁護するのが国民党であるという建前論

だけが理由ではなかった。国民党政権は、その基

盤の 1つを公営・党営企業におき、そこから経済

的利益と政治的忠誠とを得ていた。輸入代替化政

策は 1950年代後半に行き詰まりを見せたが、そ

れでもなお国民党は、公営・党営企業に依拠する

ことが可能であり、また維持していかなくてはな

らなかった。そして、経済テクノクラート自身も、

国民党統治体制を支える役割を分担していた。経

済テクノクラートは、輸出主導型経済政策の採用

を柱とする経済改革に、これまでの経済政策との

矛盾を感じてはいなかった。経済改革の実施は、

投資を集中して政府が輸出産業を育成しようとし

たのであって、経済的自由のもとでの発展を求め

たのではない(48)。台湾の経済発展は、しばしば経

済テクノクラート自身によって f台湾の奇跡」と

して自賛される。しかし、 1959年末からの改革当

時、経済テクノクラートが今日の翰出の担い手で

ある民間中小企業の育成を考慮していたとは言い

難い。その後の中小企業の発展によって、その環

境整備に取りかかったのであり、いわば後追いの

政策であった(49)。端的に言えば、輸出主導型経済

政策は 1960年代以降、徐々に形を整えていった

のであり、公営・党営企業の保護を目的とする輸

入代替化政策との組み合わせのもとで行われたの

である。

しかしながら、台湾海峡の現状固定化とアメリ

カ援助の変質こそが、現在の rl中 1台Jへと向

かう外的環境を台湾にもたらし、国民党政権に対

して政治・経済発展の内政的条件の整備を促した

のである。国民党政権は、台湾での統治体制を確

固としたものにするため、地方政治レベルで直接

選挙を実施して本省人の体制内化をはかると共に、

他方でその政治参加に一定の制限を課すことに成

功した。また、これに連動して、本省人が民間中

小企業に進出し、輸出主導型経済政策の展開を背

景に、公営企業の強い圏内市場を避けて海外市場

への参入をはかるようになる。これが、今日の経

済発展を担う輸出関連中小企業の生成を促した契

機であった。すなわち、本省人に対する政治的抑

制と輸出主導型経済政策の展開とが、1960年代以

降の経済発展の内部的条件を整えたのである。こ

れは、1950年代に確立した国民党一党支配体制が、

その正統性根拠を「法統」とアメリカとに依拠す

るという非台湾的なものであったにもかかわらず、

台湾海峡の現状の固定化とその中での経済的・政

治的発展によって、実効支配する台湾内部に正統

性の根拠を求めざるを得なくなり、またそうする

ことが可能となったことを表している。近年のい

わゆる民主化と台湾化とは、まさにこの環境の中

で成し遂げられたのである{則。以上の展開過程を、

本省人の経済的活動とアメリカの要請とに着目し

て検討することが、今後の課題である。
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